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25G等の無線局免許状のデジタル化について

デジタル変革時代の電波政策懇談会 報告書（令和3年8月）抜粋

デジタル変革時代においては、PARTNER刷新の検討に合わせ、利用者のニーズや費用対効果、現行制度との整合性
を考慮しつつ、無線局免許に係る手続の更なるデジタル化、無線局免許状のデジタル化、免許申請手数料等のキャッ
シュレス化を進める必要がある。

総務省における検討状況

電波法令関係申請等手続については、従来よりオンライン化に取り組んできたところ。
無線局免許状のデジタル化に関しては、PARTNER刷新に合わせた導入を予定し、
総務省内で検討会を開催し、制度面、運用面、技術面等について検討課題の洗
出など行っている。



3総合無線局監理システム（PARTNER）の概要

無線局数： 27,711万局（令和２年度末）
免許申請等※処理件数：約24万件（うち、電子申請：約17万件）（令和２年度実績）
電波利用ホームページの年間アクセス件数：約2,600万件（令和２年度実績）
※ 無線局免許申請、再免許申請及び変更申請の手続
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4刷新スケジュール（想定）

2020年度
（R2）

2021年度
（R3）

2022年度
（R4）

2023年度
（R5）

2024年度
（R6）

2025年度
（R7）

2026年度
（R8）

次期
PARTNER

（令和４年３月現在）

次期システム
検討・計画策定

要件定義、
仕様確定

PARTNER刷新（設計・開発・構築）
【 フェーズ１ 】

PARTNER刷新（設計・開発・構築）
【 フェーズ２ 】

▼ 一部運用開始（予定）

段階的なシステム移行を予定

現行システム機器・
ソフトウェア保守期限
（2024年12月）

・業務フロー等の作成
・技術計算業務の体
系概要分析

・次期システムの要件
整理、次期システム
コンセプト 等

・業務フロー詳細化
・画面、帳票案作成
・システム構成案検
討

・システム方式、移行
計画検討

・技術計算体系策定
等

・要件定義書の策
定

・業務、機能、非機
能要件の最終化

現時点

運用・保守

運用・保守

予算・工期と概算規模を勘案し、
フェーズ1対象範囲を確定
(～2022年9月)

フェーズ２対象範囲、時期を確定
(～2023年３月)



5「ローカル５G導入に関するガイドライン」の改定について

• 申請者にとってより一層使いやすいものとするため、「ローカル５G導入に関するガイドライン」を３月中に改定予定。
• 改定時に、無線局免許の電子申請の記載例を追記し、より一層電子申請が利用しやすいように進める予定。

ローカル５G導入に関するガイドラインの電子申請の記載例（イメージ）

ローカル５Gの使用用途を具体的に記載して下さい。

記載は一例です。記載は一例です。
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